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業務実績等報告書様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ２ 多様な世代が生き生きと暮らし続けられる住まい・まち（ミクストコミュニティ）の実現 

    （１）多様な世代が安心して住み続けられる環境整備 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 都市再生機構法第 11条第１項第 12号から第 15 号等 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー  

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度  Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

医療福祉拠点化団地の

形成（計画値） 
累計 120

団地程度 
－ 

20 団地 

（累計 69

団地） 

－ － － － 予算額（百万円） 459,519 － － － － 

医療福祉拠点化団地の

形成（実績値） － － 

35 団地 

(累計 84 

団地) 

－ － － － 決算額（百万円） 445,711 － － － － 

実績値 － － 175％ － － － － 経常費用（百万円） 568,809 － － － － 

        経常利益（百万円） 76,549 － － － － 

        行政コスト（百万円） 632,684 － － － － 

        従事人員数（人） 1,592 － － － － 

注）主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）については、次のとおり記載。①予算額、決算額：セグメント別支出額を記載。②経常費用、経常利益：セグメント別に記載。③従事人員数：年間平均支給人員数を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価 業務実績 自己評価 

 ２．多様な世代が生き生きと暮らし

続けられる住まい・まち（ミクスト

コミュニティ）の実現 

ＵＲ賃貸住宅においては、居住者

の高齢化、建物の高経年化等の課題

が存在するとともに、ライフスタイ

ルの変化や、医療福祉機能、コミュニ

ティ機能といった団地に求められる

機能が多様化している状況にある。 

これまで、独立行政法人改革等に

関する基本的な方針等を踏まえ、ス

トック量の適正化を図るとともに、

住宅管理コストの効率化に努め、繰

越欠損金の解消が見込まれるなど、

財務体質の強化に取り組んできたと

ころである。こうした状況を踏まえ、

将来の家賃収入を確保するため、こ

れまで抑制してきたストックへの投

資を促進することが必要である。 

 また、ＵＲ賃貸住宅は、人口減少・

少子高齢化等の社会構造の変化に適

切に対応するため、重層的かつ柔軟

な住宅セーフティネットとしての役

割の充実を図るとともに、国民共有

の貴重な地域資源として、今後も政

策的役割を果たすため、「多様な世代

が生き生きと暮らし続けられる住ま

い・まち」の実現を目指すことが重要

である。 

 このため、機構は、持続可能な経営

基盤の確立に向け、ストック量の適

正化の取組を着実に進めつつ、ＵＲ

賃貸住宅ストックの多様な活用を図

るため、多様な世代が安心して住み

続けられる環境整備、持続可能で活

力ある地域・まちづくりの推進、ＵＲ

賃貸住宅における安全・安心・快適な

暮らしの実現の３つの視点で取り組

２ 多様な世代が生き生きと暮らし

続けられる住まい・まち（ミクスト

コミュニティ）の実現 

ＵＲ賃貸住宅については、人口減

少・少子高齢化等の社会構造の変化

に適切に対応するため、住宅セーフ

ティネットとしての役割の充実を図

るとともに、国民共有の貴重な地域

資源として政策的役割を果たすた

め、持続可能な経営基盤の確立に向

け、ストック量の適正化を進めつつ、

多様な世代が安心して住み続けられ

る環境整備、持続可能で活力ある地

域・まちづくりの推進、ＵＲ賃貸住宅

における安全・安心・快適な暮らしの

実現の３つの視点で、ＵＲ賃貸住宅

ストックの多様な活用を行い「多様

な世代が生き生きと暮らし続けられ

る住まい・まち（ミクストコミュニテ

ィ）」の実現を目指す。 

２ 多様な世代が生き生きと暮らし

続けられる住まい・まち（ミクスト

コミュニティ）の実現 

ＵＲ賃貸住宅については、人口減

少・少子高齢化等の社会構造の変化

に適切に対応するため、住宅セーフ

ティネットとしての役割の充実を図

るとともに、国民共有の貴重な地域

資源として政策的役割を果たすた

め、持続可能な経営基盤の確立に向

け、ストック量の適正化を進めつつ、

多様な世代が安心して住み続けられ

る環境整備、持続可能で活力ある地

域・まちづくりの推進、ＵＲ賃貸住宅

における安全・安心・快適な暮らしの

実現の３つの視点で、ＵＲ賃貸住宅

ストックの多様な活用を行い「多様

な世代が生き生きと暮らし続けられ

る住まい・まち（ミクストコミュニテ

ィ）」の実現を目指す。 

 

＜主な定量的な指標＞ 

・ＵＲ賃貸住宅団地（大都市圏のおお

むね 1,000 戸以上の団地約 200 団

地が対象）における地域の医療福

祉拠点化団地の形成数 

新たに 20団地（累計 69団地） 

 

＜その他の指標＞ 

・見守りサービス提供数 

・健康寿命サポート住宅等の高齢者

向け住宅の供給戸数 

・子育て世帯を支援する住宅の供給

戸数 

・大学等との間で締結した連携協定

等の件数 

 

＜評価の視点＞ 

・住宅セーフティネットとしての役

割の充実を図り、高齢者世帯、子育

て世帯等の幅広い世代や多様な世

帯が安心して住み続けられる住環

境の整備を推進しているか。 

・地域と連携しつつ、地域に不足して

いる医療福祉施設の誘致等を推進

し、団地やその周辺地域において

安心して健やかに住み続けること

ができるよう、地域医療福祉拠点

化の更なる推進を図ったか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

＜主な定量的な指標＞ 

・ＵＲ賃貸住宅団地（大都市圏のお

おむね 1,000 戸以上の団地約 200

団地が対象）における地域の医療

福祉拠点化団地の形成数 

新たに 35団地（累計 84団地） 

Ⅰ-２ 

各評価単位での評定を踏まえ、「２.

多様な世代が生き生きと暮らし続

けられる住まい・まち（ミクストコ

ミュニティ）の実現」としての評価

をＡとした。 

 

＜評定と根拠＞Ⅰ-２-（１） 

評定：Ａ 

＜評価の概要＞ 

  

ＵＲ賃貸住宅の地域医療福祉拠点

化については、前年度までに着手し

た団地において、計画の 20 団地を

上回る 35団地で形成に至った。 

新たに着手する団地が存する地

方公共団体に対しても積極的に働

きかけを行うとともに、その他関係

団体と十分な協議を行うことによ

り、新たに 20団地の着手に至った。 

また、高齢者世帯、子育て世帯等

の幅広い世代や多様な世帯が安心

して住み続けられる住環境の整備

については、賃貸住宅ストックの多

様な活用を図り、高齢者・子育て世

帯等に対する住宅供給等を適切に

実施するとともに、見守りサービス

の提供、居住者の居住の安定の確保

に係る各施策を適切に実施した。 

 

＜具体的な事例・評価は以下のとお

り＞ 

ひばりが丘・ひばりが丘パークヒ

ルズ（東京都西東京市・東久留米市）

では、地域包括支援センター、民生

委員、児童委員、自治会、介護事業

者、その他地域関係者が参加する

「団地情報連絡会議」に機構も参
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むこと。 加。２市にまたがる当団地の整備敷

地において、保育園・子どもセンタ

ー・学童クラブ等の子育て支援施設

のほか、特別養護老人ホーム・介護

老人保健施設等の複数の高齢者施

設を誘致した。 

その中の一つ「日生ケアヴィレッ

ジひばりが丘」は、在宅介護・医療

の拠点。小規模多機能型居宅介護、

認知症グループホーム、診療所、調

剤薬局、 居宅介護支援事業所等の

機能を有している。また、隣接する

既存住棟を活用したサービス付き

高齢者向け住宅も整備、供給されて

いる。 

また、西東京市は東京大学高齢社

会総合研究機構（IOG）と連携した事

業である「フレイル予防事業」（フレ

イル（いわゆる虚弱状態）かどうか

のチェックを受け、早めに自身の状

態を自覚し予防することで、健康寿

命を延ばすプログラム）を実施して

おり、市からひばりが丘団地集会所

を活用することでモデル的に実施

することができたと感謝されてい

る。 

さらにエリアマネジメントの一

環として、民間事業者との連携の

下、団地内に活動拠点「ひばりテラ

ス 118」を整備。活動団体「一般社

団法人まちにわひばりが丘」を立ち

上げ、住民主体の活動への移行に向

けて支援している。この活動拠点で

は、地域関係者や住民が協働しなが

ら多様なコミュニティ活動やカフ

ェ等の事業が展開されている。住民

アンケート調査によれば、ひばりテ

ラス 118はＵＲ賃貸団地だけでなく

近隣の住民にも幅広く利用されて

おり、交流・憩いの場として評価さ

れているだけでなく、今後は「見守

（１）多様な世代が安心して住み続

けられる環境整備 

 少子高齢化の進展、単身世帯等の

増加等に伴い、住民同士のコミュニ

ティが希薄化するといった事態に直

面しており、ＵＲ賃貸住宅団地及び

その周辺地域も含めた住民が安心し

て健やかに住み続けられるよう、地

方公共団体や民間事業者等の多様な

主体と連携し、高齢者、子育て等の幅

広い世代や多様な世帯が安心して住

み続けられる住環境を整備すること

が求められている。 

 このため、機構は、次の取組を行う

こと。 

 ・ＵＲ賃貸住宅団地を活用し、地

域の医療福祉拠点化の形成を一

層推進すること。 

 ・ＵＲ賃貸住宅団地を含む地域一

体で、幅広い世代や多様な世帯

が互いに交流し、支え合い、生き

生きと暮らし続けられるミクス

トコミュニティの形成に向けた

取組を実施すること。また、コミ

ュニティを維持し、活性化させ

る取組や、高齢者の健康寿命の

延伸や生きがい創出に寄与する

取組を充実すること。 

 ・高齢者が団地に住み続けられる

住環境を整備するため、高齢者

向けの住宅を適切に供給すると

ともに、見守りサービス等を推

進すること。併せて、高齢化や健

康寿命の延伸の状況を踏まえ、

ＵＲ賃貸住宅における高齢者向

けの住宅供給のあり方について

検証すること。 

 ・子育て世帯が安心して子育てし

やすい環境を整備すること。 

 ・民間事業者等との連携により、多

（１）多様な世代が安心して住み続

けられる環境整備 

ＵＲ賃貸住宅においては、地方公

共団体、医療法人、社会福祉法人、民

間事業者等、地域関係者と連携しつ

つ、地域の医療福祉拠点化や高齢者

向け住宅の供給、安心して子育てが

できる住環境の整備により、住宅セ

ーフティネットとしての役割の充実

を図り、高齢者世帯、子育て世帯等の

幅広い世代や多様な世帯が安心して

住み続けられる住環境を整備する。

また、多様化するライフスタイルへ

の対応を図るため、民間事業者等と

の連携による生活支援サービスの提

供等を行う。 

（１）多様な世代が安心して住み続

けられる環境整備 

ＵＲ賃貸住宅においては、地方公

共団体、医療法人、社会福祉法人、民

間事業者等、地域関係者と連携しつ

つ、地域の医療福祉拠点化や高齢者

向け住宅の供給、安心して子育てが

できる住環境の整備により、住宅セ

ーフティネットとしての役割の充実

を図り、高齢者世帯、子育て世帯等の

幅広い世代や多様な世帯が安心して

住み続けられる住環境を整備する。

また、多様化するライフスタイルへ

の対応を図るため、民間事業者等と

の連携による生活支援サービスの提

供等を行う。 

 

 

 

① 地域の医療福祉拠点化 

機構は、ＵＲ賃貸住宅団地内に地

域に不足している医療福祉施設の誘

致等を推進し、ＵＲ賃貸住宅の生活

環境の向上を図るとともに、周辺地

域にも医療、福祉サービス等が提供

されることで、団地やその周辺地域

において、安心して健やかに住み続

けることができるよう、平成 26 年度

からＵＲ賃貸住宅団地を活用した地

域の医療福祉拠点化（以下「地域医療

福祉拠点化」という。）を進めており、

今後も更なる推進を図る。 

地域医療福祉拠点化に当たって

は、地域と連携しつつ、地域に不足し

ている医療施設・介護施設・子育て支

援施設等の充実を図るとともに、高

齢者向け住宅や子育て世帯向け住宅

の供給等により幅広い世代や多様な

世帯に対応した居住環境の整備を進

める。また、高齢者世帯だけでなく若

者世帯、子育て世帯等を含むコミュ

ニティ醸成を推進することで地域に

おける包括的な支援やサービスを提

① 地域の医療福祉拠点化 

機構は、ＵＲ賃貸住宅団地内に地

域に不足している医療福祉施設の誘

致等を推進し、ＵＲ賃貸住宅の生活

環境の向上を図るとともに、周辺地

域にも医療、福祉サービス等が提供

されることで、団地やその周辺地域

において、安心して健やかに住み続

けることができるよう、平成 26 年度

からＵＲ賃貸住宅団地を活用した地

域の医療福祉拠点化（以下「地域医療

福祉拠点化」という。）を進めており、

今後も更なる推進を図る。 

地域医療福祉拠点化に当たって

は、地域と連携しつつ、地域に不足し

ている医療施設・介護施設・子育て支

援施設等の充実を図るとともに、高

齢者向け住宅や子育て世帯向け住宅

の供給等により幅広い世代や多様な

世帯に対応した居住環境の整備を進

める。また、高齢者世帯だけでなく若

者世帯、子育て世帯等を含むコミュ

ニティ醸成を推進することで地域に

おける包括的な支援やサービスを提

①  地域の医療福祉拠点化 

超高齢社会への対応として、ＵＲ

賃貸住宅団地内へ、地域に不足して

いる医療福祉施設の誘致等を推進

し、ＵＲ賃貸住宅の生活環境の向上

を図るとともに、周辺地域にも医

療、介護サービス等を提供する地域

の医療福祉拠点の形成に向け、令和

元年度新たに全国 33 団地（うち大

都市圏のおおむね 1,000戸以上の団

地 20 団地）において着手するとと

もに、着手済み団地のうち 58 団地

（うち大都市圏のおおむね 1,000戸

以上の 35団地）において形成した。 

具体的には、ストック再生・再編

等の推進により生み出された整備

敷地を活用する等、高齢者、子育て

支援施設の誘致を実施した。令和元

年度末現在の高齢者施設は 473件、

子育て支援施設は 608件となってい

る。 

また、昨年度に引き続き、地域医

療福祉拠点化の進捗状況や特徴を

定期的に評価・見える化し、その後
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様なライフスタイルや柔軟な働

き方の実現に向けた取組を充実

すること。 

 

供する地域包括ケアシステム等の体

制の構築に貢献する。さらに、これら

の施策を進めたことによる効果を把

握、分析し、適切に地域医療福祉拠点

化を推進するものとする。 

地域医療福祉拠点化については、

平成 35年度までに累計で 120団地程

度の形成を目指す。 

供する地域包括ケアシステム等の体

制の構築に貢献する。さらに、これら

の施策を進めたことによる効果を把

握、分析し、適切に地域医療福祉拠点

化を推進するものとする。 

地域医療福祉拠点化については、

平成 31 年度において新たに 20 団地

（累計で 69 団地）の形成を目指す。 

の整備等の方向性を共有化した。 

あわせて、地域医療福祉拠点化関連

施策を実行したことによる居住者

の満足度や地域への波及効果等（ア

ウトカム）の評価手法の検討に着

手。有識者委員会を設置することと

し、その委員を選定した。 

りの場」「助けが見つかる場」として

も期待されている。 ひばりが丘団

地の自治会からは「まちにわひばり

が丘と連携して若い世帯の方々と

一緒にイベント等に携わることで

様々な視野が広がったし、十数年実

施できていなかった餅つきのイベ

ントも復活することができた」と評

価されている。 また、周辺の高齢者

支援施設事業者からは、「両市の地

域包括、ＵＲ、民生委員、福祉事業

者、自治会、まちにわひばりが丘等

が参加する団地調整連絡会議が開

催され、地域課題の共有や地域関係

者と顔見知りになれるし、イベント

等でも連携できる」や、「まちにわひ

ばりが丘と連携してイベントを行

うことで、施設利用者の行動範囲が

広がったり、笑顔が見られたりする

ので、施設運営者としては嬉しい」

等の感謝の声をいただいている。 

また、令和元年５月に森之宮団地

内に生活支援サービスの提供拠点

となるコンビニエンスストアを開

設したことにより、そのコミュニテ

ィスペースが団地居住者を含む地

域住民の憩いの場となっている。ま

た、生鮮食品を扱い、定期的に地域

の農家直販所と連携して野菜市を

開催すること等について、利用者か

らは「遠くのスーパーまで行かなく

ても、新鮮な野菜を買うことができ

て嬉しい」等の声をいただいてい

る。 

さらに、機構が地域医療福祉拠点

化を推進している団地において過

年度に実施した顧客満足度等に関

する調査によると、「安心して住み

続けられる」、「安心して子育てでき

る環境」として８割程度の者から良

い評価を得ている。 

② 豊かなコミュニティ醸成 

ＵＲ賃貸住宅団地を含む地域一体

で、互いに交流し、支え合い、幅広い

世代や多様な世帯が生き生きと暮ら

し続けられる住まい・まち（ミクスト

コミュニティ）を形成するため、団地

内でのコミュニティ拠点の整備やイ

ベントの開催等、交流、支え合いの場

の提供を推進する。 

また、地域のコミュニティを維持

し、活性化させるとともに、健康寿命

の延伸や生きがいの創出に寄与する

ため、地域関係者や大学等との連携

を図り、多様な世帯の交流を促進さ

せるとともに、高齢者の社会参画機

会の創出等を図る。 

② 豊かなコミュニティ醸成 

ＵＲ賃貸住宅団地を含む地域一体

で、互いに交流し、支え合い、幅広い

世代や多様な世帯が生き生きと暮ら

し続けられる住まい・まち（ミクスト

コミュニティ）を形成するため、団地

内でのコミュニティ拠点の整備やイ

ベントの開催等、交流、支え合いの場

の提供を推進する。 

また、地域のコミュニティを維持

し、活性化させるとともに、健康寿命

の延伸や生きがいの創出に寄与する

ため、地域関係者や大学等との連携

を図り、多様な世帯の交流を促進さ

せるとともに、高齢者の社会参画機

会の創出等を図る。 

② 豊かなコミュニティ醸成 

過年度に継続して多世代交流を

引き続き推進。令和元年度には、

高蔵寺ニュータウンの高森台団地

（愛知県春日井市）にて、多世代

交流を提供する場として、団地自

治会と連携してコミュニティスペ

ース「ふれあい広場あじさい」を

開設。自治会、団地居住者等の地

域関係者と連携し、高齢者を対象

とした茶話会や大道芸、寄席など

のイベント等を実施した。 

ミクストコミュニティの実現に

向け、地域活動への関心や参加意欲

を高めてもらうきっかけとして、団

地でのイベントの来場者への

「Ponta ポイント」を付与する施策

を全国の団地で行った。 

また、各地の住まいセンターが中心

となり、健康マージャンや将棋、ポ

ールウォーキング等の各種団体と

連携。団地居住者を対象にしたイベ

ントや競技大会を開催し、コミュニ

ティ形成に寄与した。 

③ 高齢者向け住宅の供給、見守り

サービスの推進 

高齢者が団地に住み続けられる住

環境を整備するため、既存のＵＲ賃

貸住宅団地を活用し、高齢者の自立

した生活を前提とした地域優良賃貸

住宅制度を活用した住宅の供給や見

守りに関するサービスの推進等を行

うほか、住替え支援等高齢者の身体

③ 高齢者向け住宅の供給、見守り

サービスの推進 

高齢者が団地に住み続けられる住

環境を整備するため、既存のＵＲ賃

貸住宅団地を活用し、高齢者の自立

した生活を前提とした地域優良賃貸

住宅制度を活用した住宅の供給や見

守りに関するサービスの推進等を行

うほか、住替え支援等高齢者の身体

③ 高齢者向け住宅の供給、見守り

サービスの推進 

自立高齢者が安心して住み続け

られるよう、移動等に伴う転倒の防

止等に配慮することにより、ケガを

しにくい、させない住宅とすること

で、健康寿命の延伸をサポートする

ことを目的としたバリアフリー仕

様である「健康寿命サポート住宅」



31 

状況の変化に応じた対応などを推進

する。 

併せて、高齢化や健康寿命の延伸

の状況を踏まえ、ＵＲ賃貸住宅にお

ける高齢者向けの住宅供給のあり方

について検証する。 

状況の変化に応じた対応などを推進

する。 

併せて、高齢化や健康寿命の延伸

の状況を踏まえ、ＵＲ賃貸住宅にお

ける高齢者向けの住宅供給のあり方

について検証する。 

を供給（63団地 283戸）し、既存の

高齢者向け優良賃貸住宅と合わせ、

高齢者向け住宅の 22,000 戸供給を

維持した。 

また、高齢者世帯等が安心して住

み続けられる環境を整備するため、

民間事業者と連携し、基本的に全国

の居住者が低廉な料金で受けられ

る見守りサービスを引き続き提供

した。（令和元年度申込件数は 681

件） 

 

＜見守りサービスの内容＞ 

民間事業者による人感センサー

で日常生活の動きを検知し、本人に

確認の電話をした上で、登録先の親

族等に電話連絡するサービス。 

また、本人や登録先の親族等に連

絡が取れない場合には、機構が状況

確認に伺う。 

 

以上のことから、重要かつ難易度

の高い当該目標について、令和元年

度における目標を達成し、多くの実

績を挙げるとともに、長年にわたる

団地経営のノウハウを十分に活か

しつつ、地方公共団体のみならず、

民間事業者、NPO、大学、高校、団地

内外の住民団体と連携しながら、地

域の課題の解決に向けて大きく貢

献したことを踏まえ、Ａ評価とす

る。 

④ 安心して子育てができる住環境

の整備 

子育て世帯が安心して子育てしや

すい住環境を整備するため、地域優

良賃貸住宅制度を活用した住宅や子

育て世帯に配慮した設備等を備えた

住宅等の子育て世帯向け住宅の供

給、子育て支援施設の誘致、子育て世

帯の相互交流や助け合いを支援する

サービスの提供などを促進する。 

④ 安心して子育てができる住環境

の整備 

子育て世帯が安心して子育てしや

すい住環境を整備するため、地域優

良賃貸住宅制度を活用した住宅や子

育て世帯に配慮した設備等を備えた

住宅等の子育て世帯向け住宅の供

給、子育て支援施設の誘致、子育て世

帯の相互交流や助け合いを支援する

サービスの提供などを促進する。 

④ 安心して子育てができる住環

境の整備 

子育て世帯及び新婚世帯を応援

するため、地域優良賃貸住宅制度を

活用し、一定の要件を満たした方に

家賃を最大２割減額する「子育て

割」について、引き続き着実に供給。

令和元年度は新たに 561戸の供給を

行った。 

 また、ストック再生・再編等の推

進により生み出された整備敷地を

活用する等、子育て支援施設等の誘

致を実施した。令和元年度末現在の

子育て支援施設は 608件となってい

る。（再掲） 

⑤ 多様なライフスタイルへの対応 

多様なライフスタイルに対応し、

柔軟な働き方の実現に寄与するた

め、民間事業者、大学等との連携によ

り、高齢者世帯、子育て世帯等の生活

利便性の向上に資する生活支援サー

⑤ 多様なライフスタイルへの対応 

多様なライフスタイルに対応し、

柔軟な働き方の実現に寄与するた

め、民間事業者、大学等との連携によ

り、高齢者世帯、子育て世帯等の生活

利便性の向上に資する生活支援サー

⑤ 多様なライフスタイルへの対

応 

ライフスタイルが多様化する現

状に対応しようと、大学や民間事業

者等との連携を推進。令和２年 1月

には、新たなコンビニエンスストア
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ビスの導入や、テレワークへの対応

等を図る。 

民間事業者等との連携に当たって

は、民間事業者等の意向や収益性等、

事業上の課題を考慮し、機構と連携

する民間事業者等がともに収益向上

を図ることが可能となる事業スキー

ムを導入するなど、連携手法の多様

化を図るとともに、民間等のノウハ

ウを適切に活用することで、サービ

ス水準の向上を図る。 

ビスの導入や、テレワークへの対応

等を図る。 

民間事業者等との連携に当たって

は、民間事業者等の意向や収益性等、

事業上の課題を考慮し、機構と連携

する民間事業者等がともに収益向上

を図ることが可能となる事業スキー

ムを導入するなど、連携手法の多様

化を図るとともに、民間等のノウハ

ウを適切に活用することで、サービ

ス水準の向上を図る。 

事業者１社と連携協定を締結する

など、着実に連携先の拡大に努め、

令和２年４月１日現在で有効な連

携協定数は 50件となっている。 

 コンビニエンスストア各社との

連携については、連携協定に基づ

き、生活支援サービス拠点としての

コンビニエンスストアの誘致を推

進。令和元年５月に森之宮団地（大

阪市城東区）、令和２年２月には豊

成団地（名古屋市中川区）において

それぞれ店舗がオープンした。 

 また、各地の住まいセンターが中

心となり、健康マージャンや将棋、

ポールウォーキング等の各種団体

と連携。団地居住者を対象にしたイ

ベントや競技大会を開催し、コミュ

ニティ形成に寄与した。（再掲） 

 

４．その他参考情報 

無し 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ２ 多様な世代が生き生きと暮らし続けられる住まい・まち（ミクストコミュニティ）の実現 

    （２）持続可能で活力ある地域・まちづくりの推進 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 都市再生機構法第 11条第１項第 12号から第 15 号等 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー  

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度  Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

団地再生事業により供

給した整備敷地等のう

ち、新たな機能の導

入、又は既存の機能の

強化を目的とした供給

割合（計画値） 

概ね 

過半 
－ 50％ － － －   予算額（百万円） 459,519 － － － － 

団地再生事業により供

給した整備敷地等のう

ち、新たな機能の導

入、又は既存の機能の

強化を目的とした供給

割合（実績値） 

－ － 78％ － － － － 決算額（百万円） 445,711 － － － － 

実績率 － － 156％ － － － － 経常費用（百万円） 568,809 － － － － 

  － － － － － － 経常利益（百万円） 76,549 － － － － 

 － － － － － － － 行政コスト（百万円） 632,684 － － － － 

 － － － － － － － 従事人員数（人） 1,592 － － － － 

注）主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）については、次のとおり記載。①予算額、決算額：セグメント別支出額を記載。②経常費用、経常利益：セグメント別に記載。③従事人員数：年間平均支給人員数を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価 業務実績 自己評価 

 （２）持続可能で活力ある地域・ま

ちづくりの推進 

 国民共有の貴重な地域資源である

ＵＲ賃貸住宅団地は、地域や団地の

特性、住宅需要の動向を踏まえつつ、

地方公共団体や民間事業者等の多様

な主体と連携・協力し、団地の役割・

機能の多様化を図ることにより、持

続可能で活力あるまちづくりを進

め、地域の価値と魅力を高めること

が求められている。 

 このため、機構は、次の取組を行う

こと。 

・地域の魅力を高める地域・まちづ

くりを推進するため、教育、業務、

防災、交流、賑わい等の地域の多機

能拠点の形成、安全・安心で快適な

オープンスペース等を備えた居住

環境の創出、良好な景観の形成等

を進めるとともに、建替え、集約、

改善等を複合的・選択的に実施し、

計画的にストック再生を進めるこ

と。 

・持続可能な地域・まちづくりに貢

献するため、地方公共団体等と連

携し、地域の課題解決に資する連

携・協力体制を構築するとともに、

団地再生を通じて、地域の防災機

能の強化、コンパクトシティの実

現に向けたまちづくり、団地に隣

接する老朽化したマンションの再

生支援、公共公益施設の再編・再整

備を推進すること。 

 

（２）持続可能で活力ある地域・ま

ちづくりの推進 

団地再生に当たっては、ＵＲ賃貸

住宅団地のみならずその周辺地域の

価値や魅力を高めるため、地域や団

地の特性、住宅需要の動向、機構の経

営環境を踏まえつつ、地方公共団体

や民間事業者等の多様な主体と連

携、協力し、団地の役割・機能の多様

化を図ることにより、持続可能で活

力ある地域・まちづくりを推進する。 

（２）持続可能で活力ある地域・ま

ちづくりの推進 

団地再生に当たっては、ＵＲ賃貸

住宅団地のみならずその周辺地域の

価値や魅力を高めるため、地域や団

地の特性、住宅需要の動向、機構の経

営環境を踏まえつつ、地方公共団体

や民間事業者等の多様な主体と連

携、協力し、団地の役割・機能の多様

化を図ることにより、持続可能で活

力ある地域・まちづくりを推進する。 

＜主な定量的な指標＞ 

・団地再生事業により供給した整備

敷地等のうち、新たな機能の導入、

又は既存の機能の強化を目的とし

て供給した割合 50% 

 

＜その他の指標＞ 

・ストック削減戸数 

・地方公共団体との間で締結した連

携協定等の件数 

 

＜評価の視点＞ 

・ＵＲ賃貸住宅団地のみならずその

周辺地域の価値や魅力を高めるた

め、多様な主体と連携し、団地の役

割・機能の多様化を図ることによ

り、持続可能で活力ある地域・まち

づくりを推進しているか。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

＜主な定量的な指標＞ 

・団地再生事業により供給した整備

敷地等のうち、新たな機能の導

入、又は既存の機能の強化を目的

として供給した割合 78％ 

＜評定と根拠＞Ⅰ-２-（２） 

評定：Ａ 

＜評価の概要＞ 

団地再生事業等により、ストック

量の適正化を進めるとともに、地方

公共団体との連携構築・強化を図

り、地域に必要な拠点機能等を整備

し、持続可能で活力ある地域・まち

づくりを推進した。 

 

＜具体的な事例・評価は以下のとお

り＞ 

資産の良質化とストック量の適

正化のため、建替後住宅を 604戸供

給するとともに、事業実施中団地で

の居住者の居住の安定に配慮した、

きめ細やかな説明や移転折衝に努

めたことに加え、借地上の建物につ

いて土地所有者等と当該建物の取

扱いに係る協議を積極的に行い、合

意形成を進めることにより、2,137

戸のストックを削減した。 

また、地方公共団体との連携構

築・強化を図るため、新たに 7団体

（埼玉県さいたま市ほか）との間で

連携協定等を締結し、令和２年３月

末時点で有効な連携協定等は 31 件

となった。 

そして、地域に必要な拠点機能等

の整備のため、団地再生事業に伴い

９件の整備敷地等を供給するとと

もに、民間事業者等の事業機会を創

出した。 

なお、供給した９件の整備敷地等

のうち、７件（業務実績欄において

前掲）については、新たな機能の導

入又は既存の機能の強化を目的に

供給した。（計画値 50%に対し、実績

  

① 地域の魅力を高める団地への再

生 

地域の魅力を高めるため、幅広い

世代が安心して居住可能な環境整備

を推進するほか、教育、業務、防災、

交流、賑わい等の地域の多機能拠点

の形成、安全・安心で快適なオープン

スペース等を備えた居住環境の創

出、良好な景観の形成等、団地の役

割、機能を多様化させ、より一層、地

域に開かれた団地に再生する。 

なお、事業の実施に当たっては、団

地の特性、住宅需要の動向等を踏ま

え、近接地建替えの実施も視野にエ

リア単位での団地の統廃合・再配置

等を図り、建替え、集約、改善等を複

合的、選択的に行い、資産の良質化と

ストック量の適正化を図る。 

また、事業を予定する団地におい

ては、個別団地の状況等を踏まえ、必

要に応じて、コミュニティの活性化、

資産の有効活用の観点から、定期借

家契約を導入する。 

全面借地方式市街地住宅及び特別

借受賃貸住宅については、土地所有

者等との協議を行い、譲渡、返還等を

着実に進める。 

① 地域の魅力を高める団地への再

生 

地域の魅力を高めるため、幅広い

世代が安心して居住可能な環境整備

を推進するほか、教育、業務、防災、

交流、賑わい等の地域の多機能拠点

の形成、安全・安心で快適なオープン

スペース等を備えた居住環境の創

出、良好な景観の形成等、団地の役

割、機能を多様化させ、より一層、地

域に開かれた団地に再生する。 

なお、事業の実施に当たっては、団

地の特性、住宅需要の動向等を踏ま

え、近接地建替えの実施も視野にエ

リア単位での団地の統廃合・再配置

等を図り、建替え、集約、改善等を複

合的、選択的に行い、資産の良質化と

ストック量の適正化を図る。 

また、事業を予定する団地におい

ては、個別団地の状況等を踏まえ、必

要に応じて、コミュニティの活性化、

資産の有効活用の観点から、定期借

家契約を導入する。 

全面借地方式市街地住宅及び特別

借受賃貸住宅については、土地所有

者等との協議を行い、譲渡、返還等を

着実に進める。 

① 地域の魅力を高める団地への

再生 

地域の魅力を高めるため、幅広い

世代が安心して居住可能な環境整

備を推進するほか、団地の役割、機

能を多様化させ、より一層、地域に

開かれた団地への再生を推進した。 

事業の実施に当たっては、604 戸

（浜見平団地（神奈川県茅ケ崎市）、

西大和団地（埼玉県和光市））の建替

後住宅を供給するとともに、2,137

戸のストックを削減することで、資

産の良質化とストック量の適正化

を両輪で推進した。 

また、事業を予定する団地におい

て、コミュニティの活性化、資産の

有効活用の観点から、定期借家契約

の導入を推進した。（令和元年度契

約件数 38団地 599 件） 

全面借地方式市街地住宅につい

ては、関係者との協議調整の進捗に

伴い、19団地において、土地所有者

等への譲渡、返還等の手続を完了し

た。 

特別借受賃貸住宅については、期

間満了に伴い２団地を建物所有者

に返還した。 
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② 地方公共団体等との連携による

地域・まちづくりへの貢献 

持続可能で活力ある地域・まちづ

くりに貢献するため、地方公共団体

等との密接な意見交換の実施等によ

り、地域の課題解決に資する連携・協

力体制を構築する。また、団地再生に

併せて、地域に必要とされる拠点機

能の整備、防災機能の強化、コンパク

トシティの実現に向けたまちづく

り、団地に隣接する老朽化したマン

ションの再生支援や公共公益施設の

再編・再整備等を推進する。 

さらに、団地再生に伴い整備した

敷地の民間事業者等への譲渡等を通

じて、民間事業者、社会福祉法人、医

療法人等の多様な事業主体と協働

し、医療、福祉、介護、商業、生活支

援施設等、地域に必要な拠点機能の

整備を推進するとともに、民間事業

者の事業機会を創出する。 

② 地方公共団体等との連携による

地域・まちづくりへの貢献 

持続可能で活力ある地域・まちづ

くりに貢献するため、地方公共団体

等との密接な意見交換の実施等によ

り、地域の課題解決に資する連携・協

力体制を構築する。また、団地再生に

併せて、地域に必要とされる拠点機

能の整備、防災機能の強化、コンパク

トシティの実現に向けたまちづく

り、団地に隣接する老朽化したマン

ションの再生支援や公共公益施設の

再編・再整備等を推進する。 

さらに、団地再生に伴い整備した

敷地の民間事業者等への譲渡等を通

じて、民間事業者、社会福祉法人、医

療法人等の多様な事業主体と協働

し、医療、福祉、介護、商業、生活支

援施設等、地域に必要な拠点機能の

整備を推進するとともに、民間事業

者の事業機会を創出する。 

② 地方公共団体等との連携によ

る地域・まちづくりへの貢献 

地方公共団体との連携構築・強化

を図るため、地方公共団体との間で

新たに７件の連携協定等を締結し、

令和２年３月 31 日時点で有効な連

携協定等は 31件となった。 

 

値は 78%） 

新たに機能等を導入した整備敷

地等について、日の里団地では、市

や地元の意向を踏まえ、地域の拠点

となるような利便施設を誘致する

とともに、市、ＵＲ及び事業者との

間で連携協定を締結し、市は、「官民

連携により、住宅団地開発と既存住

棟活用をかけあわせた団地再生『宗

像・日の里モデル』を構築するとと

もに、他自治体のモデルや刺激」と

なることを期待（宗像市記者発表資

料引用）している。 

また、浜見平団地では、公園等を

段階的に整備しており、令和元年度

も公園及び整備敷地に誘致した公

共公益施設、商業施設において、学

びながら遊べるイベント「しろやま

フェスタ」を開催し、約 1,830人が

来場した。 

 

以上のとおり、居住者から事業に

対する理解と協力を得ることで初

めて創出できる整備敷地等におい

て、居住者をはじめ、地方公共団体、

民間事業者等との丁寧な対話を積

み重ねたこと等により具体化した、

地域の魅力の維持・向上に資する機

能の導入という、難易度かつ重要度

の高い定量目標について、計画値

（50%）を上回る実績（78％）を達成

し、持続可能で活力ある地域・まち

づくりを着実に推進したことから、

Ａ評価とする。 

これらの施策を推進することによ

り、団地再生事業により供給する整

備敷地等のうち、新たな機能の導入、

又は既存の機能の強化を目的として

供給する割合について、概ね過半を

目指す。 

これらの施策を推進することによ

り、団地再生事業により供給する整

備敷地等のうち、新たな機能の導入、

又は既存の機能の強化を目的として

供給する割合について、50％を目指

す。 

 これらの施策を推進することに

より、団地再生事業により供給した

整備敷地等（全９件）のうち、７件

※について、新たな機能の導入、又は

既存の機能の強化を目的として供

給した（全体の約 78％）。 

※ 主な用途（対象７件：団地名） 

・ 利便：３件（豊四季台団地（千

葉県柏市）、浜見平団地、日の

里団地（福岡県宗像市）） 

・ 高齢者支援：２件（高根台団地

（千葉県船橋市）、鶴舞団地（奈

良県奈良市））） 

・ 医療：１件（高根台団地） 

・ 公園：１件（浜見平団地） 

（この他、住宅用途：２件（白鷺

団地（大阪府堺市）他）を合わ

せて９件の整備敷地を供給） 

 

４．その他参考情報 
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無し 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ２ 多様な世代が生き生きと暮らし続けられる住まい・まち（ミクストコミュニティ）の実現 

    （３）ＵＲ賃貸住宅における安全・安心・快適な暮らしの実現 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 都市再生機構法第 11条第１項第 12号から第 15 号等 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー  

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度  Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

バリアフリー化を図っ

た住宅の割合 

（計画値） 

60% － 56％ － － －   予算額（百万円） 459,519 － － － － 

バリアフリー化を図っ

た住宅の割合（実績

値） 

－ － 57.0％ － － － － 決算額（百万円） 445,711 － － － － 

達成率 － － 102％ － － － － 経常費用（百万円） 568,809 － － － － 

ＵＲ賃貸住宅ストック

の耐震化率（住宅棟 

の耐震改修等の実施） 

（計画値） 

95％以上 

（200 棟） 
－ 

－ 

（30棟） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 
経常利益（百万円） 76,549 － － － － 

ＵＲ賃貸住宅ストック

の耐震化率（住宅棟 

の耐震改修等の実施） 

（実績値） 

－ － 
－ 

（44棟） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 
行政コスト（百万円） 632,684 － － － － 

達成率 － － 147％ － － － － 従事人員数（人） 1,592 － － － － 

注）主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）については、次のとおり記載。①予算額、決算額：セグメント別支出額を記載。②経常費用、経常利益：セグメント別に記載。③従事人員数：年間平均支給人員数を記載。 

  



38 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価 業務実績 自己評価 

 （３）ＵＲ賃貸住宅における安全・

安心・快適な暮らしの実現 

 ＵＲ賃貸住宅の高経年化が進むな

か、居住者のライフスタイルの変化

やニーズの多様化に適切に対応し、

ＵＲ賃貸住宅における安全・安心・快

適な暮らしを実現するためには、Ｕ

Ｒ賃貸住宅ストックの質や価値の向

上を図ることが求められる。 

 このため、機構は、次の取組を行う

こと。 

 ・多様化するニーズに対応した快

適で魅力ある賃貸住宅の供給を

図るため、建替えやリノベーシ

ョン、バリアフリー化等の改修

の実施を推進すること。 

 ・安全で安心な賃貸住宅の供給を

図るため、適時・適切な計画的修

繕や耐震改修等を推進するこ

と。 

 ・高齢者世帯、子育て世帯、障害

者、外国人等といった民間市場

では入居に制約を受けがちな世

帯の公平な受け皿として、住宅

セーフティネットの役割を果た

すこと。 

 ・ミクストコミュニティの形成を

図るため、近居促進制度など

様々な制度を活用したサービス

の提供を推進すること。 

 ・低所得の高齢者世帯、団地再生事

業等の実施に伴い移転が必要と

なる居住者等の居住の安定の確

保を図るため、国からの財政支

援を得つつ、適切に家賃減額措

置を講じること。 

 

（３）ＵＲ賃貸住宅における安全・

安心・快適な暮らしの実現 

ＵＲ賃貸住宅における安全・安心・

快適な暮らしを実現するため、多様

化する居住ニーズに対応した魅力あ

る賃貸住宅の供給、適時・適切な修

繕・維持管理等の実施等により、賃貸

住宅ストックの価値向上を図り、経

営基盤を安定化させ、住宅セーフテ

ィネットとしての役割の充実など政

策的役割を持続的に果たす。 

（３）ＵＲ賃貸住宅における安全・

安心・快適な暮らしの実現 

ＵＲ賃貸住宅における安全・安心・

快適な暮らしを実現するため、多様

化する居住ニーズに対応した魅力あ

る賃貸住宅の供給、適時・適切な修

繕・維持管理等の実施等により、賃貸

住宅ストックの価値向上を図り、経

営基盤を安定化させ、住宅セーフテ

ィネットとしての役割の充実など政

策的役割を持続的に果たす。 

＜主な定量的な指標＞ 

・バリアフリー化を図った住宅の割

合 56％以上 

・ＵＲ賃貸住宅ストックの耐震化率 

30 棟の耐震改修等を実施 

 

＜その他の指標＞ 

・リノベーション住宅、建替住宅の

供給戸数 

 

＜評価の視点＞ 

・多様化する居住ニーズに対応した

魅力ある賃貸住宅の供給、適時・適

切な修繕・維持管理等の実施等に

より、賃貸住宅ストックの価値向

上を図り、経営基盤を安定化させ、

住宅セーフティネットとしての役

割の充実を推進したか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

＜主な定量的な指標＞ 

・バリアフリー化を図った住宅の割

合 57.0％ 

・ＵＲ賃貸住宅ストックの耐震化率 

44 棟の耐震改修等を実施 

 

＜評定と根拠＞Ⅰ-２-（３） 

評定：Ｂ 

＜評価の概要＞ 

ＵＲ賃貸住宅における安全・安

心・快適な暮らしを実現するため、

多様化するニーズに対応した賃貸

住宅の供給を推進した他、適時・適

切な修繕・維持管理等を実施した。 

 

＜具体的な事例・評価は以下のとお

り＞ 

① 国民の多様化する居住ニーズ

への対応としては、建替えによる住

宅やリノベーション住宅の供給、バ

リアフリー化等の改修を実施し、Ｕ

Ｒ賃貸住宅ストック全体に占める

バリアフリー化を図った住宅の割

合は、令和元年度末で 57.0％と、計

画（約 56％）を達成した。 

② 適時・適切な修繕・維持管理等

としては、計画的修繕、耐震改修等

を着実に進め、安全で安心なＵＲ賃

貸住宅を提供した。特に耐震改修等

は、計画（30 棟）を上回る 44 棟で

実施した。  

 

以上のとおり、賃貸住宅ストック

の価値向上を実現していることに

加え、世帯属性に左右されない募集

の継続や近居促進制度等の促進に

より、民間市場で入居に制約を受け

がちな世帯の公平な受け皿として、

住宅セーフティネットの役割を引

き続き果たしている。 

 これらを踏まえ、Ｂ評価とする。 

  

① 多様化するニーズに対応した賃

貸住宅の供給 

国民の多様化する居住ニーズに対

応するため、既存のＵＲ賃貸住宅に

ついて、建替えやリノベーション、バ

リアフリー化等の改修を推進し、快

適で魅力ある賃貸住宅を供給する。

なお、バリアフリー化率＊は、平成 35

年度末時点において 60％以上とす

る。 

また、地域や団地の特性に応じて、

費用対効果を踏まえた投資を行うこ

ととし、民間事業者等と連携、顧客満

足度の向上と収益力の確保を図る。 

＊ ⅰ）２箇所以上の手すりの設置、

ⅱ）屋内の段差解消、ⅲ）車椅子で通

行可能な広い廊下幅の確保の全部又

は一部がなされた住宅の割合 

① 多様化するニーズに対応した賃

貸住宅の供給 

国民の多様化する居住ニーズに対

応するため、既存のＵＲ賃貸住宅に

ついて、建替えやリノベーション、バ

リアフリー化等の改修を推進し、快

適で魅力ある賃貸住宅を供給する。

なお、バリアフリー化率＊は、平成

31 年度末時点において 56％以上と

する。 

また、地域や団地の特性に応じて、

費用対効果を踏まえた投資を行うこ

ととし、民間事業者等と連携、顧客満

足度の向上と収益力の確保を図る。 

＊ ⅰ）２箇所以上の手すりの設置、

ⅱ）屋内の段差解消、ⅲ）車椅子で通

行可能な広い廊下幅の確保の全部又

は一部がなされた住宅の割合 

① 多様化するニーズに対応した

賃貸住宅の供給 

国民の多様化する居住ニーズに

対応するため、既存のＵＲ賃貸住宅

について、建替えによる住宅を 604

戸供給し、改修では、リノベーショ

ン住宅 を 11,218戸供給するととも

に、空家修繕時等に手すり等を設置

するバリアフリー化を推進した。こ

れらにより、ＵＲ賃貸住宅ストック

全体でバリアフリー化を図った住

宅の割合は、57.0％となった。  

また、平成 30年度の「高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律の一部を改正する法律」

の附帯決議で、「共同住宅のバリア

フリーに関する情報提供の取組を

促進すること」が明記されたことを

踏まえ、ＵＲ賃貸住宅への入居を検

討しているお客様に対してバリア

フリー情報（住棟入口から住戸まで

の入口）の提供を開始。空家検索サ

イトにおいて、「段差のないアプロ

ーチ」として、条件検索が可能とな

った。 

 

② 安全で安心なＵＲ賃貸住宅の提

供 

② 安全で安心なＵＲ賃貸住宅の提

供 

②  安全で安心なＵＲ賃貸住宅の

提供 
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安全で安心なＵＲ賃貸住宅を提供

するため、適時・適切な計画的修繕、

耐震改修等を実施し、住宅棟のうち

耐震基準（昭和 56年基準）が求める

耐震性を有するものの割合を平成 35

年度末時点において 95％以上とす

る。 

高齢者世帯、子育て世帯、障害者、

外国人等といった民間市場では入居

に制約を受けがちな世帯の公平な受

け皿として、世帯属性に左右されな

い入居者の募集を継続するととも

に、ミクストコミュニティ形成の促

進や利用者のニーズに対応するた

め、近居促進制度など様々な入居制

度を活用しサービスの提供を行う。 

また、引き続き、居住者との意思疎通

を図り、信頼関係を強化する。 

安全で安心なＵＲ賃貸住宅を提供

するため、適時・適切な計画的修繕、

耐震改修等を実施する。平成 31 年度

においては 30 棟の耐震改修等を実

施し、平成 32年度以降も計画的に耐

震改修等を行うことにより、住宅棟

のうち耐震基準（昭和 56年基準）が

求める耐震性を有するものの割合を

平成 35 年度末時点において 95％以

上とすることを目指す。 

高齢者世帯、子育て世帯、障害者、

外国人等といった民間市場では入居

に制約を受けがちな世帯の公平な受

け皿として、世帯属性に左右されな

い入居者の募集を継続するととも

に、ミクストコミュニティ形成の促

進や利用者のニーズに対応するた

め、近居促進制度など様々な入居制

度を活用しサービスの提供を行う。 

また、引き続き、居住者との意思疎

通を図り、信頼関係を強化する。 

 安全で安心なＵＲ賃貸住宅を提

供するため、令和元年度 44 棟の耐

震改修等を行い、住宅棟のうち耐震

基準（昭和 56年基準）が求める耐震

性を有するものの割合は約 94.3％

となった。 

 高齢者世帯、子育て世帯、障害者、

外国人等といった民間市場では入

居に制約を受けがちな世帯の公平

な受け皿としては、世帯属性に左右

されない入居者の募集をこれまで

同様に実施するとともに、ミクスト

コミュニティ形成の促進や利用者

のニーズに対応するため、様々な入

居制度を積極的に活用した。 

例えば、高齢者・子育て世帯等と

支援する親族の世帯の双方が、同一

駅圏（概ね半径２㎞）のＵＲ賃貸住

宅に近居する場合（近居割）や、機

構が指定するエリア内のあらゆる

住宅で近居する場合（近居割ワイ

ド）において、新たに入居する世帯

の家賃を５年間５％割引する「近居

割」をこれまでに引き続き実施（近

居割対象 1,167 団地、近居割ワイド

対象 134 エリア 543団地）し、本制

度による契約件数は 6,250件となっ

た。 

また、居住者との相互理解の深化及

び適切な管理水準の維持に努める

べく、居住者団体等との懇談会等を

約 200回開催した。 

③ 居住者の居住の安定の確保 

ＵＲ賃貸住宅に居住する低所得の

高齢者世帯等に対して、国からの財

政支援を得つつ、家賃減額措置を適

切に講じ、また、団地再生等の事業実

施に伴い移転が必要となる居住者に

対しては、これに加え、移転先住宅の

確保、移転料の支払い等の措置を講

ずることにより、居住者の居住の安

③ 居住者の居住の安定の確保 

ＵＲ賃貸住宅に居住する低所得の

高齢者世帯等に対して、国からの財

政支援を得つつ、家賃減額措置を適

切に講じ、また、団地再生等の事業実

施に伴い移転が必要となる居住者に

対しては、これに加え、移転先住宅の

確保、移転料の支払い等の措置を講

ずることにより、居住者の居住の安

③ 居住者の居住の安定の確保 

家賃改定に伴い家賃が上昇する

低所得高齢者世帯等（約 20,700 世

帯）について、国から財政支援約 4.5

億円を得て、総額約 10 億円の家賃

減額を実施した。 

 また、高齢者向け優良賃貸住宅

（高優賃）に入居する低所得高齢者

世帯（約 22,000世帯*）については、
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定の確保に努める。 定の確保に努める。 国から財政支援約 24 億円を得て、

総額約 57 億円の家賃減額を実施し

た。 

 平成 28 年度から地域優良賃貸住

宅制度に基づき家賃減額を実施し

た健康寿命サポート住宅に入居す

る低所得高齢者世帯（約 800 世帯*）

について、国から財政支援約 0.4億

円を得て、総額約 0.8億円の家賃減

額を実施した。 

 子育て世帯を応援するため、地域

優良賃貸住宅制度を活用し、一定の

要件を満たした方に家賃を最大２

割減額する「子育て割」（約 2,900 世

帯*）については、国から財政支援約

2.1 億円を得て、総額約 4.2 億円の

家賃減額を実施した。 

（*減額適用世帯数は管理戸数であ

る。） 

 さらに、団地再生等の事業実施に

伴い移転が必要となる居住者に対

しては、移転先住宅の確保、移転料

の支払い等の措置を講じるととも

に、ＵＲ賃貸住宅へ移転する者（約

23,500世帯（うち低所得高齢者世帯

等約 15,200 世帯））について、国か

ら財政支援約 55 億円を得つつ、総

額約 78 億円（うち低所得高齢者世

帯等約 65 億円）の家賃減額を実施

した。 

 

４．その他参考情報 

無し 

 

  


